
災害時の石綿対策のポイント

建築物石綿含有建材調査者協会の経験から
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現行マニュアル P.9
2. 平常時における石綿使用建築物等の把握

(1)アスベスト調査台帳
(2)建築確認台帳・固定資産課税台帳
(3)自治体所有施設等における石綿含有建材の使用実態調査結果
(4)大気汚染防止法の届出履歴

論点1 平常時の石綿使用建築物等の把握で対象とする石
綿含有建材は吹付け石綿としており、石綿含有断熱材等は
「把握することが望ましい」のままでよいか?



対象とする建材の検討
○吹付け石綿（石綿含有吹付けRW）：レベル1
危険性が非常に高く把握が必要



対象とする建材の検討
○吹付けバーミキュライト、吹付けパーライト（レベル1）
危険性が高く把握が必要だが、把握が難しい。

吹付けバーミキュライト 吹付けパーライト



煙突断熱材

配管保温材 折板用断熱材

耐火被覆板

対象とする建材の検討
○保温材・断熱材（レベル2）
危険性が高く把握したいが、把握が難しい。



論点1

平常時の石綿使用建築物等の把握で対象とする
石綿含有建材

1．吹付け石綿（吹付けロックウール）

2．吹付けバーミキュライト等

3．保温材等

追加 アスベスト台帳の対象範囲



国土交通省 住宅局建築指導課



新潟県作成資料



耐火建築物などとしなければならない防火地域又は準防火地域の建築物

階数

防火地域内の制限（注１） 準防火地域内の制限

延べ面積 延べ面積

100㎡以下 100㎡超 500㎡以下
500㎡超

1,500㎡超1,500㎡以下

４階建て以上

耐火建築物

耐火建築物

３階建て 一定の防火措置
など（注２）

準耐火建築
物 耐火建築物

２階建て
準耐火建築物 その他

１階建て

建築基準法の規制

8



アスベスト台帳の対象範囲

 1000ｍ2以上の建築物は全体の約20％

耐火被覆あり

耐火被覆なし

25万

121万

114万

24万



論点2 応急対応では飛散性が高く、比較的使用状況が把握で
きるレベル1、2を対象とし、復旧・復興期(解体)はすべての
建材を対象とすることが現実的ではないか?



写真 吹付け耐火被覆（吹付けロックウール） 写真 波板スレートの倉庫

数量は少ない。

含有なしのものが多い。

含有ありの場合は危険性が高い。

数量は多い。

ほとんどが含有あり。

破砕等により飛散。

被災後の石綿含有建材のリスクの違い

飛散防止、早期の除去

解体・改修時の対策

論点2 応急対応：レベル1、2
復旧・復興期(解体)：すべての建材



論点3 平常時での石綿使用建築物等の把握の情報をもとにどの
ように対象建築物を決めていくか、現地でどのような調査をす
るか、石綿の飛散のおそれがある場合にどのような措置を行う
か、記載の充実を図る。
・平常時に把握した石綿使用建築物等の情報を、露出状況の把
握の際に活用する方法を追記。



マニュアル改訂方針 P.6
3.2.3 確認調査の対象とする地域の決定

・被災状況や表 3.1 応急対応における石綿露出等の確認の優先順位
(地域・場所、施設の種類、建物の被災状況、石綿使用の可能性、
石綿含有建材の種類)、※3-3【参考】防火地域等と耐火建築物等を
参考に優先順位を決定することとしている。

地域の実情に合わせた調査（計画）

防火地域又は準防火地域の調査の検討



熊本市役所周辺

地域の実情に合わせた調査（計画）



江東区亀戸周辺

地域の実情に合わせた調査（計画）



台東区上野周辺

地域の実情に合わせた調査（計画）



鉄骨耐火被覆 防火区画 層間塞ぎ・コマ詰

耐火建築物 ○ ○ ○

準耐火建築物 △ ○ ○

防火地域又は準防火地域の調査の検討
耐火建築物・準耐火建築物の把握（用途 防火地域）



損傷を受けた外壁の工
事では、崩壊等の危険
があり、予想外の石綿
飛散があり得るため、
避難所等周辺に人がい
る場合は協議が必要。

論点3 注意解体を行う際の事前協議はどの建材ま
でを対象とするか?石綿含有成形板や石綿含有仕上
塗材のみの使用の場合、協議は必要か。



熊本地震での石綿対策の例

⇒298棟の調査

①精度の高い情報
調査対象の決定
（熊本市）
・アスベスト台帳
・環境対策課職員
による予備調査

・固定資産台帳



熊本地震での石綿対策の例

熊本地震後の調査で、確認された吹付けロックウールのある
建築物65棟のうち、石綿含有ありは10棟

②定性分析が重要



③リスクの高い建築物の特定と速い対応

熊本地震での石綿対策の例



煙突断熱材 耐火被覆板

④煙突断熱材の把握

煙突断熱材

熊本地震での石綿対策の例



波板スレート

これまでの災害での特異な例
災害後の改修工事により、石綿含有建材と非含有建材が混在している。
⇒改修工事の際の事前調査の徹底、残存する石綿含有建材の記録



長尺シート（クッションフロア）

これまでの災害での特異な例
床材（長尺床シート）の除去後に床面に石綿が残存している。
⇒住民やボランティアへの注意喚起、事前調査の徹底、除去部分の明示



これまでの災害での特異な例
水害による天井材（ロックウール吸音天井板）の脱落
⇒住民やボランティアへの注意喚起、早期の分析と対策

写真は石綿非含有製品



マニュアル改訂方針 P.16

第9章自治体による一時保管
2.自治体による一時保管における原則
・廃石綿等については原則として仮置場への受入れは行わ
ず、許可のある中間処理施設又は最終処分場に直接搬出す
るよう事業者を指導する。

4.石綿含有廃棄物の一時保管
・受入れの際に検査を実施し、石綿含有廃棄物が他の区分
のものと混在していないことを確認する。



分別が不十分。
解体現場で破砕。
フレコンバッグに詰め込むために破砕。
袋に入っていないものもある。

仮置場の状況 熊本地震 2016.9.1



東日本台風 石綿飛散防止対策について 長野市環境部作成資料

★

★

★



★

★

★

★

東日本台風 石綿飛散防止対策について 長野市環境部作成資料



東日本台風 石綿飛散防止対策について 長野市環境部作成資料



東日本台風 石綿飛散防止対策について 長野市環境部作成資料



マニュアル改訂方針 P.16

第9章自治体による一時保管
2.自治体による一時保管における原則
・廃石綿等については原則として仮置場への受入れは行わず、許可のある中間
処理施設又は最終処分場に直接搬出するよう事業者を指導する。

4.石綿含有廃棄物の一時保管
・受入れの際に検査を実施し、石綿含有廃棄物が他の区分のものと混在してい
ないことを確認する。

⇒実行力の確保が重要

⇒受け入れ時の石綿含有・非含有の判断の明示

石綿含有疑義建材か否か

製造年による判断

裏面確認による判断
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